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別紙付録： 
  ◆事業者への調査依頼書・回答用紙 
◆積地・揚地による集計結果 （コンテナ（合計・実入・空）別とコンテナ（20・40）別） 

 

 

 



 

１．調査対象並びに調査時期について 
内航海運事業者、旅客フェリー（長距離フェリー）事業者の内、従前からの調査対象事業者

10 社に対して、令和 2 年 4 月～6 月において調査を実施した。 
(1) 回答について 

調査を依頼した 10 社（30 年度 12 社）のうち、10 社から回答を得られた。 
(2) 船種について 

コンテナ専用船 30 隻（30 年度 29 隻）一般貨物船 20 隻（30 年度 18 隻）、フェリー7 隻

（30 年度 9 隻）、RORO 船 8 隻（30 年度 7 隻）、その他 0 隻（30 年度 2 隻）であり、

合計 65 隻（30 年度 65 隻）となり、前年度比で隻数は 100％で変わらずとなった。 

 

 

 
 

 

 

 

 

－１－ 

 

令和元年度 平成30年度 前年度比

隻数 隻数 隻数

コンテナ専用船 30隻 29隻 103%

一般貨物船 20隻 18隻 111%

フェリー 7隻 9隻 78%

RORO船 8隻 7隻 114%

その他 0隻 2隻 0%

合計 65隻 65隻 100%

船種



 

(3) 事業者名及び対象船舶について 

 

－２－ 

令和元年度 

事業者名及び対象船舶一覧

船種 船型 隻数

(株)ユニエツクスNCT 一般貨物船 499型 3

フェリー 14,759型 2

フェリー 15,732型 1

一般貨物船 499型 7

コンテナ専用船 749型 5

コンテナ専用船 5,400型 1

一般貨物船 498型 3

一般貨物船 499型 4

一般貨物船 749型 3

コンテナ専用船 498型 1

コンテナ専用船 499型 3

コンテナ専用船 749型 12

コンテナ専用船 2,464型 1

コンテナ専用船 2,479型 1

コンテナ専用船 2,507型 1

コンテナ専用船 7,390型 1

コンテナ専用船 7,432型 1

コンテナ専用船 499型 （2）

コンテナ専用船 749型 (4)

RORO船 11,299型 2

コンテナ専用船 749型 1

フェリー 13,353型 2

フェリー 15,897型 2

フェリー 16,300型 1

RORO船 10,470型 1

RORO船 10,471型 1

RORO船 10,497型 1

RORO船 10,626型 2

（株）横浜コンテナライン コンテナ専用船 749型 1

ナラサキスタックス(株)*2 コンテナ専用船 7,390型 (1)

コンテナ専用船 499型 (2)

コンテナ専用船 749型 (2)

*1については鈴与海運（株）との共同運航であるため、隻数は鈴与海運（株）に含まれる。

*2については井本商運(株)との共同運航であるため、隻数は井本商運(株)に含まれる。

井本商運(株)

阪九フェリー(株)

日本通運㈱

マツダロジスティクス(株)*2

近海郵船(株)*1

(五十音順・令和2年3月現在）

事業者名
対象船舶

四国開発フェリー(株)

鈴与海運(株)



 

２．調査結果について 

  
(1) 過去 5 年間の輸送実績推移                                                              

令和元年度のフィーダーコンテナの輸送量は 913,645 TEU で前年度の輸送量と変わらずと

なった。このうち実入コンテナは609,483TEUで前年度比3％増、空コンテナは304,162 TEU
で前年度比 5％減であった。調査開始の平成 21 年度の実績を 100 とする指数で表示すると、

合計指数は 160、実入指数は 174、空指数は 138 となっている。輸送に関わる船腹量につい

ては、棒グラフに示した通り前年度並みの 65 隻であった。 
（単位：TEU） 

 

 
                  

－３－ 

種別/年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 前年度比

実入 459,429 528,452 560,727 589,103 609,483 103%

空 241,853 273,089 316,837 320,195 304,162 95%

実入指数 131 151 160 168 174 -

空指数 110 124 144 145 138 -

合計 701,282 801,541 877,564 909,298 913,645 100%

合計指数 123 140 154 159 160 -

隻数 61 56 62 65 65



 

 (2) 地域別輸送量の推移 

 
① 取扱量（積揚合計）の推移 
令和元年度の内航フィーダーコンテナの取扱量（積と揚の合計）は 1,827 千 TEU で前年度並み

となった。 
地域毎の割合を見ると関西が全体の 31％を占め、次いで関東が 22％、中国地方が 17％と続き、

前年度と同傾向となった。また、今年度は四国と東北の伸びが顕著となった一方、九州、北海道、

中部、関西は落ち込みが見られた。関東は堅調な伸びを示した。 
中国は調査開始より増加率が高い状態が継続していたが、前年度とほぼ変わらない。 

（単位：TEU） 

 

＊同一のコンテナを積と揚でそれぞれカウントしているため、輸送量の２倍になる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

－４－ 

積揚合計 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 前年度比 割合
北海道 37,855 44,659 53,998 63,666 53,500 84% 3%
東北 124,602 127,422 163,208 151,063 174,565 116% 10%
関東 255,213 292,386 355,883 377,318 404,231 107% 22%
中部 91,238 116,950 119,920 121,310 115,091 95% 6%
関西 456,073 529,889 555,767 574,279 565,086 98% 31%
四国 81,483 88,004 96,567 79,651 98,836 124% 5%
中国 247,995 289,938 279,893 306,158 308,334 101% 17%
九州 107,985 113,834 129,892 145,151 107,647 74% 6%
沖縄 120 0 0 0 0 0% 0%
合計 1,402,564 1,603,082 1,755,128 1,818,596 1,827,290 100% 100%



 

 

②積地別の推移 
四国、東北について前年度は減少に転じていたが回復した。中部、中国は順調に増加した。 
一方で、北海道、関西、九州は減少した。なかでも九州の落ち込みが大きいものとなった。       

（単位：TEU）

 

   
 

③揚地別の推移 
前年度比では四国、東北、関東で二桁の増加が見られた。関西は前年並みであるが、中部、九

州、北海道、中国が減少した。 
（単位：TEU）

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

－５－ 

積地 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 前年度比 割合
北海道 19,531 22,440 30,840 36,366 30,074 83% 3%
東北 59,856 62,816 80,426 76,792 87,313 114% 10%
関東 126,556 145,994 175,070 186,729 187,798 101% 21%
中部 47,795 57,716 58,653 60,245 70,431 117% 8%
関西 223,206 261,953 289,944 288,628 279,484 97% 31%
四国 43,496 45,038 47,090 41,735 50,945 122% 6%
中国 121,260 139,091 120,209 145,862 157,046 108% 17%
九州 59,582 66,493 75,332 72,941 50,554 69% 6%
沖縄 0 0 0 0 0 0 0
合計 701,282 801,541 877,564 909,298 913,645 100% 100%

揚地 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 前年度比 割合
北海道 18,324 22,219 23,158 27,300 23,426 86% 3%
東北 64,746 64,606 82,782 74,271 87,252 117% 10%
関東 128,657 146,392 180,813 190,589 216,433 114% 24%
中部 43,443 59,234 61,267 61,065 44,660 73% 5%
関西 232,867 267,936 265,823 285,651 285,602 100% 31%
四国 37,987 42,966 49,477 37,916 47,891 126% 5%
中国 126,735 150,847 159,684 160,296 151,288 94% 17%
九州 48,403 47,341 54,560 72,210 57,093 79% 6%
沖縄 120 0 0 0 0 0 0
合計 701,282 801,541 877,564 909,298 913,645 100% 100%



 

(3) 港別取扱量（積揚の合計）の前年度との比較 
神戸港が 505 千 TEU で 1 位となったが前年度比 2％減。続く横浜港、広島港も前年度比減少。

東京港、仙台港、清水港は二桁増、大阪港も増加となった。新居浜港は前年度並みの一方で、

苫小牧港、名古屋港は前年度から比べて減少。                            

（単位：TEU） 

 

 

 
－６－ 

令和元年度【積＋揚】輸送量

ランク 港名 令和元年度計 積/実入 積/空 揚/実入 揚/空 前年度比 前年度

1位 神戸 504,531 117,982 116,804 227,790 41,955 98% 514,369

2位 横浜 186,398 68,586 16,425 57,753 43,634 92% 202,109

3位 広島 161,399 74,986 2,178 21,445 62,790 97% 166,380

4位 東京 151,597 38,717 30,756 80,239 1,885 119% 127,049

5位 仙台 149,424 59,617 13,976 48,113 27,718 123% 121,444

6位 清水 56,178 32,844 5,477 12,369 5,488 121% 46,560

7位 苫小牧 53,398 8,674 21,400 21,720 1,604 84% 63,666

8位 大阪 46,096 3,095 33,513 7,680 1,808 105% 43,698

9位 新居浜 43,375 18,319 4,656 5,953 14,447 100% 43,359

10位 名古屋 40,308 22,131 1,078 7,447 9,652 83% 48,447

434,586 164,532 57,899 118,974 93,181 100% 435217

1,827,290 609,483 304,162 609,483 304,162 100% 1,818,596

11位以下

計

ランク 港名 30年度計 積／実入 積／空 揚／実入 揚／空 前年度比

1位 神戸 514,369 119,006 122,097 230,508 42,758 103%

2位 横浜 202,109 71,102 25,396 60,911 44,700 110%

3位 広島 166,380 78,555 1,166 21,227 65,432 112%

4位 東京 127,049 35,723 32,582 55,576 3,168 82%

5位 仙台 121,444 47,822 13,044 44,436 16,142 97%

6位 苫小牧 63,666 9,207 27,159 26,200 1,100 118%

7位 博多 49,657 14,372 9,203 21,852 4,230 104%

8位 名古屋 48,447 23,304 811 6,890 17,442 83%

9位 清水 46,560 19,584 5,355 13,194 8,427 111%

10位 大阪 43,698 2,858 37,894 2,855 91 119%

435,217 167,570 45,488 105,454 116,705 108%

1,818,596 589,103 320,195 589,103 320,195 104%

11位以下

計



 

(4) 各事業社からの特記事項 

 
・ 個数に関しては、最大荷主である自動車メーカーの海外工場向け貨物の増減の影響を受けてお

ります。 

 
・ 伊予三島：輸出新案件を受注し輸送量増。横浜から名古屋への空コンテナ輸送の需要が大幅減。

前年度と比べ全体的に空コンテナ輸送の需要が減となった。 

 
・ 八戸港、定期的海外向け輸出貨物が 2019 年 10 月より減量、2020 年 1 月より出荷中断、空

バンを含め輸送量減。仙台港、外航基幹航路の寄港中断により、接続貨物、空コンテナの輸送

量減。 

 
・ 2018 年 4 月発足の ONEJ(オーシャンネットワークエクスプレスジャパン)のサービス航路の

一つである旧 PS1 航路（現 FP1) が 2019 年 4 月より仙台抜港となった。よって北米-仙台の

輸送が内航フィーダーに流れたことが起因し、仙台-大井間の輸送量が増となった。 

 
・ 苫小牧発、東京着 20FT 実入積載が、一部荷主の輸送ルート変更により数量減。 

 
・ 外航船社の日本寄港地変更などにより輸送数量は増加した。西日本航路については神戸トラン

シップ貨物が減少。釜山など外地トランシップへ変更となった貨物が多くなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－７－ 



 

３．概況トピックス 

 
・令和元年度のフィーダーコンテナ輸送量は、実入りコンテナが前年度比 3%増加したのに対して

空コンテナは 5％減少し、合計では前年度比微増（100.47%）であった。 

 
・地域別では四国（前年度比 19,185TEU/124%増）と東北（同 23,502TEU/116%増）が大きく伸

伸びた。四国の増加は伊予三島からの新規の輸出案件によるもので、東北は外航母船が仙台抜港と

なり、北米～仙台の貨物がフィーダーで京浜接続になったことによると思われる。 

 
・港湾別に見ると、フィーダーコンテナ取扱量が 10 万 TEU 以上あったのは神戸 504,531TEU（前

年度比 2％減）、横浜 186,398TEU（同 8％減）、広島 161,399TEU（同 3%減）、東京 151,597TEU
（同 19％増）,仙台 149,424TEU（同 23％増）の 5 港であった。この順位は昨年と変わらず、５

港合計で全体の 63％を占る。東京の増加の内訳は実入り揚げ 44,516TEU 増、空積み 27,588TEU
増、仙台は実入り積み 15,181TEU 増、空揚げ 14,674TEU 増で、いずれも上記の外航母船の仙台

抜港が主因と思われる。 

 
・上記の上位５港以外で上位 10 港に入るのは、清水 56,178TEU（前年度比 121％）、苫小牧

53,398TEU（84％）、大阪 46,096TEU（105％）、新居浜 43,375TEU（100％）、名古屋 40,308TEU
（83％）。上位 10 港で全体の 76％を占める。清水は実入り積みが 19,650TEU 増加したが、これ

は東京の実入り積みが 16,859TEU 減っているのと関係している可能性が考えられる。苫小牧は実

入り揚げと空積みがそれぞれ 12,513TEU 増と 20,300TEU 増であった一方で、実入り積みと空揚

げがそれぞれ 17,526TEU 減と 25,555TEU 減。名古屋は実入り積みと空揚げがそれぞれ

15,241TEU 増、8,841TEU 増であったが、実入り揚げと空積みがそれぞれ 15,857TEU 減、

16,364TEU 減。 
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４．韓国フィーダーの現況 
  （図４－１） 

 

 

            出典：日本海事新聞社（韓国 BPA 資料） 

 
    
  2019 年（暦年）の釜山フィーダーの輸送量は 1,827 千 TEU で、前年に比べて４％増加した。

これは 2019 年度の内航フィーダーの輸送量の 2.0 倍である。両者の差は 2012～2015 年・年

度に 2 倍以上あり、その後 2016、2017 年・年度に 1.8 倍程度まで縮小していたが、再び差が

開きつつある。また、この釜山フィーダー、すなわち釜山トランシップの実績は同時期の日韓

貿易の輸送量 1,408TEU をも上回り、ハブ港湾としての釜山の立ち位置を象徴している。 
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